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内容 

必要性の確認 

取りまとめに基づき抽出された必須の課題（案） 

必須の課題（案）とその概要 

今後の研究の展開（案） 

その他 

 研究開発の合理化 
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必要性の確認 

必要性の確認 

 取りまとめで抽出された課題に関し，必要性を以下のチェック項目
に従い確認。 

2 

チェック項目： 

 諸外国で開発された既存技術は存在するか？ 

 日本特有の地質環境においても上記技術は活用可能なのか？  

  海外の施設で一緒にR&Dを行うことはできないのか？ 

 日本の他の地域の結晶質岩における調査，解析，評価にも活用できる
のか？ 

 今，それらの課題に対する研究開発が必要なのか？  

  オンサイトにおいて研究開発を行うことが，より合理的ではないか？ 

 

 

 









 取りまとめの内容と必須の課題（案）については，外部委員会（深地層の研究施設計画検討委員会，地層処分研究
開発・評価委員会）において専門家の評価を受けるとともに，国際レビューワークショップなどにおいても専門家の意
見を確認。  

必須の課題（案）とその必要性 
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ー諸外国でも知見の蓄積が必要（e.g. 埋め戻される地下構造物も含
めての長期モニタリング[耐久性，バリア性能への負の影響の排除
など]/地質環境の回復機能の例証やその不確実性への対策） 

ー日本特有の地質環境（e.g.複雑な割れ目や地質構造/早い地下水
循環）への適用 

ー実際のサイトで実施した場合，初期状態が大きく擾乱 

・長期モニタリング技術の開発(A2-1) 
・地質環境機能回復評価に関わる調査
評価技術の開発(A2-2) 

ー日本特有の天然現象（地震・断層活動，隆起・侵食/気候・海水準
変動）に関連した地質環境の長期的変遷 

ー2011東北日本太平洋沖地震による長期安全性の信頼性向上の
ニーズ 

・地質環境の長期変遷解析技術の開発 
 (A3-1) 

ー日本特有の地質環境（e.g複雑な割れ目）への適用 
ー他と共通的な課題 

・深部地下水の起源・滞留時間の理解  
 (A1-1) 

ー日本特有の地質環境（特に湧水量）への適用 
ー実施することにより初期状態を変化させる可能性のある，処分環
境のコントロールに関わる工学的課題 

・地下水抑制技術（ウォータータイトグ
ラウト技術）の開発(A2-4) 

必須の課題（案） 必要性 

ー日本特有の地質環境（e.g. 早い地下水循環，日本の地下深部に
おける長期的に安定な地質環境の例示）への適用 

ー他と共通的な課題 

・低透水性領域での亀裂ネットワーク 
 モデル化手法の開発(A2-3) 















必須の課題（案）の概要 

13 

参考資料 









A1．地質環境の初期状態の理解 
 ①深部地下水の起源・滞留時間の理解 

必要性 
 地層処分を行う上で，地下に長期的に安定な地質環境が存在することを示す

ことは，長期の安全性を示すためにも必要である。 
 降水の多さに起因して地下への涵養量が多いという日本特有の地質環境にお

いて，それによる深部地下水の洗い出しの現象を加味しても，地下水が長期滞
留する環境が存在すること，それらに影響する断層などの構造を検証すること
が，日本において地層処分における安定した地質環境の存在を例示するため
にも必須の課題。 

 深部地下水の起源・滞留時間を理解することにより，「地質環境の長期変遷解
析技術の開発」における過去から現在までの隆起・侵食量や気候変動などの天
然現象に依存する涵養量，動水勾配の変化を合わせ，天然現象が地下水流
動に与える影響に関わる評価手法を確立することが可能となる。 
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A2．地質環境の短期変動・回復挙動の理解 
  ①長期モニタリング技術の開発 

必要性 
 地下施設の建設から埋戻し後までの長期間におけるモニタリング機能の維持や坑道閉

鎖後の地質環境のバリア性能の保持の観点から，観測機器の耐久性向上や遠隔モニ
タリング技術，観測機器のメンテナンスといったハード・ソフト両面の開発・整備が必要で
ある。 

 諸外国でも技術の実証は処分事業の進展に応じて段階的に進められているため，埋め
戻される地下構造物に対する長期モニタリングの実例は少なく，知見の蓄積が必要な
課題である。 

 瑞浪での知見から，高透水性の割れ目の多い結晶質岩では，地下施設を建設した場
合の湧水量が多いこと，また，日本では涵養量が多いため，操業期間中に坑道周辺の
地下水が相対的に浅部の地下水に急速に置換する（地下水自体の入れ替わりが早い）
ことから，地質環境の初期状態が諸外国より大きく変化する可能性が示唆される。さら
に，このような地下水流動の変化は，透水性の異なる水理地質構造（例えば，低透水
性の断層で囲まれたコンパートメント構造など）の影響を受けること，日本では，諸外国
より，このような構造が，より多いことが示唆される。そのため，モニタリングの事例を蓄
積し，このような日本特有の地質環境条件において適用可能なモニタリング技術（観測
レイアウト，装置，測定頻度など）を整備しておくことが必須である。 

 地質環境機能回復評価を確立するために必要なモニタリングデータが提示可能となる。 
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必要性 
 地層処分に関わる既往の安全評価シナリオでは，処分場閉鎖後の地質環境が施設建設前の初期状

態に戻ると仮定しているが，閉鎖方法によっては元に回復しない可能性もある。そのため，人工材料の
影響を含め，初期状態に戻すための施設閉鎖方法を決定するための地下水流動・地球化学解析技術，
戻らない場合の対処方法を検討するために地質環境の変化過程や変化量の幅を把握することが必要
である。また，施設閉鎖方法を確立して行く上で，力学的に弱部となる割れ目などによる掘削影響を考
慮した力学的長期挙動の解析手法や，グラウト材やプラグ設置による周辺岩盤への影響の計測・解析
手法が必要になる。 

 諸外国でも技術の実証は処分事業の進展に応じて段階的に進められているため，処分場閉鎖後の地
質環境が施設建設前の初期状態に戻るという仮定を実際に例証・検証した実例は諸外国を含めて少
なく，施設閉鎖方法決定のための地下水流動・地球化学解析技術や力学的長期挙動解析手法・グラ
ウト材やプラグ設置による周辺岩盤への影響の計測・解析手法は知見の蓄積が必要な課題である。 

 瑞浪での知見からも，安定大陸における結晶質岩と比較して高透水性の割れ目が多く，かつ割れ目充
填物や変質を伴うなど，様々な特性を有する割れ目が混在すること，涵養量が多いため，操業期間中
に坑道周辺の地下水が相対的に浅部の地下水に急速に置換する（地下水自体の入れ替わりが早い）
こと，このような地下水流動の変化は，透水性の異なる水理地質構造（例えば，断層で囲まれたコン
パートメント構造など）の影響を受けることが示唆される。そのため，このような日本特有の地質環境条
件において適用可能な施設閉鎖方法決定のための地下水流動・地球化学解析技術や力学的長期挙
動解析手法・グラウト材やプラグ設置による周辺岩盤への影響の計測・解析手法を整備しておくことが
必須である。また，この問題は，堆積岩と比較して緩衝能力が小さいと考えられる結晶質岩ではより重
要な検討課題である。 

 実際の処分場の初期状態を大きく変化させてしまうような実証的試験は先行的にサイト以外で行うべ
き課題である。 

A2．地質環境の短期変動・回復挙動の理解 
  ②地質環境機能回復評価に関わる調査評価技術の開発 
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A2．地質環境の短期変動・回復挙動の理解 
 ③低透水性領域での亀裂ネットワークモデル化手法の開発 

必要性 
 地層処分の観点から重要な低透水性領域における地下水流動や物質移動を適切に

評価するための，高透水性から低透水性までの割れ目を対象とした調査技術や，実際
の割れ目の性状を考慮した亀裂ネットワークモデル化手法が必要である。この亀裂ネッ
トワークモデルは，性能評価に含まれる裕度の評価に必要である。 

 日本の結晶質岩では，安定大陸における結晶質岩と比較して高透水性の割れ目が多
く，かつ割れ目充填物や変質を伴うなど，様々な特性を有する割れ目が混在し，低透
水性岩盤における物質移動の評価に大きく影響する。そのため，低透水性岩盤におけ
る原位置試験に基づき，亀裂ネットワークモデルが日本の結晶質岩に特徴的な複雑な
割れ目における地下水流動や物質移動を適切に評価できるのかを確認することが必
須である。 

 本課題で得られる現在の時間断面での割れ目のモデル化に，「地質環境の長期変遷
解析技術の開発」において得られる割れ目の形成過程を加味することにより，将来変
遷の予測にも資することが可能となる。 

 「地質環境機能回復評価に関わる調査評価技術の開発」，「地下水抑制技術の開発」
には，日本特有の地質環境に適用可能な亀裂ネットワークモデルが必要である。 
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A2．地質環境の短期変動・回復挙動の理解 
  ④地下水抑制技術 

必要性 

 「地質環境機能回復評価に関わる調査評価技術の開発」の課題に関連して，
地下施設建設に起因する地下水環境（地下水の水圧・水質）の変化を最小化
する観点から，坑道掘削時に認められる湧水の抑制対策技術（グラウト技術）
の高度化が必要である。特に，低透水性領域に設置されると考えられる処分
孔近傍では，緩衝材のパイピングや浸食による人工バリアシステムの性能低下
を防ぐために，設計要件としてより厳しい湧水抑制が求められることが予想さ
れる。そのため，低透水性領域において湧水量を限りなく少なくするための湧
水抑制対策技術の開発と原位置での実証が必要となる。 

 日本では断層や割れ目が多く，それに起因して湧水量も多いことから，諸外国
よりも高湧水の環境から，低湧水の環境まで混在する岩盤にも対応可能な，
湧水量を限りなく少なくするための技術（ウォータータイトグラウト技術）の開発
が必須である。 

 実際の処分場の初期状態を大きく変化させてしまうような実証的試験は先行
的にサイト以外で行うべき課題である。 
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必要性 
 地層処分システムの安全評価では，施設の建設・操業・閉鎖に伴う短期変動

（人為的な影響と閉鎖後の回復過程）と天然現象による地質環境の長期変
動を統合して，将来の地質環境の変動幅を予測し，地層処分の安全性を現
実的に評価していくことが必要である。 

 日本は変動帯に位置するため，諸外国と比較し地震・断層活動，隆起/侵食
が顕著であり，天然現象（断層活動，隆起/侵食，気候/海水準変動）による
地質環境変化に伴う不確実性が大きい。このような日本特有の天然現象に
よる地質環境（地下水流動，岩盤挙動，物質移動など）の過去の変遷の調査
手法，及び過去の変遷に基づき将来の地質環境の長期変動を評価する手法
を確立することが必須である。 

 日本学術会議において，震災の経験から，天然現象の不確実性への適切な
配慮などが指摘されており，処分事業を進める上でも急務の課題である。 
 

A3．地質環境の長期変動・回復挙動の理解 
 ①地質環境の長期変遷解析技術の開発 
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